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1 課題全体の概要と課題目標の達成度 

（１）課題全体の概要・目標 

「パリ協定」における 2℃目標あるいは 1.5℃努力目標を実現するためには、現状

の削減努力の延長上だけでは間に合わず、これまでの削減技術とは非連続的な技術

も含めて、世界全体での排出量の抜本的な削減を実現するイノベーションを創出す

ることが不可欠であるとされている。 

このような状況の中、2020年 10月には、菅前総理の所信表明において、我が国

は 2050 年までにカーボンニュートラルを目指すことが宣言された。また「革新的

環境イノベーション戦略」（2020年 1月策定）に掲げる技術の研究開発を加速する

ために、「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が 2020年 12月

に策定された。グリーン成長戦略を支えるのは、強靭なデジタルインフラであり、

半導体・情報通信産業を成長分野として育成していく必要があるとした。さらには、

2021 年 3月に策定された「科学技術・イノベーション基本計画」では、デジタル化

の推進やカーボンニュートラル実現など循環経済への移行を目指すことが盛り込

まれるなど、エネルギー・環境分野におけるイノベーションの創出への期待はます

ます高まりを見せている。また、2021年 10月には、2050 年カーボンニュートラル

（2020年 10月表明）、2030年度の 46％削減、更に 50％の高みを目指して挑戦を続

ける新たな削減目標（2021年 4月表明）の実現に向けて、5年ぶりに地球温暖化対

策計画が改訂され、基盤的施策として地球温暖化対策技術開発と社会実装が取り上

げられており、再生可能エネルギーの最大限の導入に向けた技術の加速度的普及や

革新的イノベーションを強力に推進するとされている。 

エネルギー・環境分野でイノベーションを創出するためには、温室効果ガスの大

きな排出削減に寄与する有望技術を強力に開発・導入していくことに加え、それら

個別技術の確立・実用化と合わせて、個々の技術（機器・設備等）をネットワーク

化し、エネルギーシステム全体として最適化を図ること、すなわち、Society 5.0

の実現に向けて、エネルギーと情報が融合する社会のエネルギーシステムをデザイ

ンすることが求められる。 

本課題では、Society 5.0 の IoE社会の基盤技術システムをさらにシステム化す

ることにより相乗効果を最大化することが極めて重要であると考えており、

Society5.0 時代のエネルギーシステムである IoE を実現するために、再生可能エ

ネルギーが主力電源となる社会のエネルギーシステムの設計について検討し、その

実現に必要となる共通基盤技術の開発、および顕在化している社会実装が必要な研

究開発に取り組んだ。 

具体的には、テーマ(A)「IoE社会のエネルギーシステムのデザイン」において再

生可能エネルギーの変動を制御して無駄なく利用できるエネルギーシステムを構

築し、テーマ(B)「IoE基盤技術」、及びテーマ(C)「IoE応用・実用化研究開発」に
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おいて、その要素技術であるエネルギー変換・伝送システムのイノベーションの達

成に向けた研究開発を実施し、その社会実装を目指した。

課題の全体像について、図 1-1 及び図 1-2に示す。

図 1-2 IoE 社会のエネルギーシステム課題全体像

図 1-1 IoE社会のイメージ
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また本課題で開発した機器や技術が実装された後の社会像としては、図 1-3に示

す通り、再生可能エネルギーの主力電源化と大量導入、USPMを導入した電気機器の

普及による省エネルギー化や太陽光発電などの変動電源の利用促進、電力供給の無

線化による世の中のあらゆるものの設計・生産性の向上、さらにはエネルギーデー

タ連携基盤の構築による地域レジリエンシーの向上等の達成を目指した。

以下に、事業終了時点のアウトプット目標、及びアウトカム目標について記載す

る。

図 1-3 本 SIP課題で実現する社会像
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【事業終了時点のアウトプット目標】

・テーマ(B),(C)の新技術実装による脱炭素効果などの評価結果およびロード

マップ

・地域エネルギー需給データベースおよびカーボンニュートラルのための地域

間連携モデル

・交通部門とエネルギー部門のセクターカップリング実現のためのシステムア

ーキテクチャとデータ連携プラットフォーム

【アウトカム目標（短期）】

・高性能のパワーエレクトロニクス機器普及による再生可能エネルギーの一層

の利用促進効果等の明確化

・地域エネルギーシステムデザインのガイドラインの策定

・エネルギーネットワークと交通マネジメントが融合したエネルギーシステム

設計手法およびガイドラインの提案

により、IoE 社会のエネルギーシステムを具体的な構想として社会に示されて

いる。

【アウトカム目標（中長期）】

「IoE 社会のエネルギーシステム」の構想が、エネルギーと非エネルギー間

のデータプラットフォームとして活用されることで、産業界のエネルギーマネ

ジメントに係る研究開発および社会実装の推進に貢献し、Society 5.0 におけ

るエネルギー（電力、熱、化学物質等）利用の最適化が加速され、最終的には、

Society 5.0が具現化された「スマート化」「デジタル化」「強靱化」に富んだ脱

炭素型 IoE 社会のエネルギーシステムが国レベルのみならず、地域レベルで実

現される。
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【事業終了時点のアウトプット目標】

・スイッチング周波数 2 MHzに対応する高速デジタルコントローラ

・従来比 150％以上のパワー密度かつ 200℃で動作するコア・パワーモジュール

・SiC並みに低損失で Si程度の低コストな Ga2O3パワーMOSFET 

・高周波、大容量化が可能な 600V WPT用 GaN デバイス

・エネルギー変換ならびに伝送に革新をもたらすマイクロ波無線電力伝送受電

素子開発

・既存素子では実現困難な 10W マイクロ波整流を可能とする GaN 系ダイオード

の実証

・量産化を見据えたマイクロ波 GaN系ダイオードプロセス・デバイス開発

【アウトカム目標（短期）】

再生可能エネルギーを含めた多様な入力電力の急峻な変動に瞬時に対応可

能、かつ低損失で高速スイッチングが可能な、汎用性のある高機能パワーモジ

ュール「ユニバーサルスマートパワーモジュール（USPM）」が実現される。

本課題で開発した WPT 用縦型 GaN パワーデバイスを用いたワイヤレス電力シ

ステムが実現されると共に、当該 GaN デバイスの他の高周波パワーエレクトロ

ニクス応用への展開が進展する。また、本課題で蓄積された技術が、汎用の縦

型 GaNパワーデバイスの製品化にも活用される。

これまで、受電素子性能の限界により実現不可能であった 10W 級マイクロ波

無線電力伝送を可能にする基本素子が実現できる。これにより、センサ等小電

力アプリケーションに限られていたマイクロ波無線電力伝送の応用先が、ドロ

ーンやロボット等の産業機器に加えて、法整備等が整った後には、スマホなど

一般向けに展開が可能となる。

【アウトカム目標（中長期）】

参画企業などが中心となって、USPM のさらなる小型化、高効率化、低コスト

化が促進されることにより、再生可能エネルギー、産業機械や EV、家電製品等

の分野での USPMの実用化・普及拡大が加速され、最終的には、以下のような社

会の状態が実現される。

・開発した USPMが量産され、世界市場を獲得している。

・使いやすさと高性能化、低コスト化がさらに進み、USPM の組み合わせによる

適用範囲が拡大することにより、産業基盤の強化、カーボンニュートラルの
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実現に貢献している。 

参画企業などが中心になって、縦型 GaN パワーデバイスの低コスト化技術、

量産化技術の開発が発展し、SiC パワーデバイス、GaN-on-Si横型パワーデバイ

スに続く GaN-on-GaN 縦型パワーデバイスがパワーエレクトロニクスで市民権

を得て、カーボンニュートラルの実現に貢献している。また、GaN ウェハから

GaN-on-GaNパワーデバイス用半導体製造装置、デバイスメーカー、回路・シス

テムメーカのサプライチェーンが我が国を中心に構築され、我が国の産業に貢

献する。 

マイクロ波無線電力伝送を用いたアプリケーションの立ち上がりに対応し

て、参画企業によりタイムリーに、基幹半導体デバイスとなるダイオードが供

給可能となる。これにより、半導体のみならずアプリケーション、及び、サー

ビースレイヤーにおいて、国内産業（企業）が優位性を持ち、さらに、そのこ

とにより、マイクロ波無線電力伝送の拡大を牽引する。本研究開発で実施した

整流器においては先行者利益に加えて、高効率化、低コスト化により、優位性

を堅持する。最終的には、以下のような社会の状態が実現される。 

・開発したダイオードが量産され、世界市場を獲得している。 

・先行者利益と技術的優位性、さらには、半導体からサービスまでの多様なサ

プライチェーンにより、マイクロ波無線電力伝送全般において、世界市場を

席巻している。 
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【事業終了時点のアウトプット目標】

・受電端末へ数 mW～数 Wの受電、人体および他の無線システムとの共存する環

境でも送電時間率 50％を実現する屋内給電 WPTシステム

・ドローン搭載受電部重量 1.4kg以下、受電電力 750W 以上、電力伝送効率 80%

以上のドローン WPTシステム

【アウトカム目標（短期）】

・ケーブルレス・メンテナンスフリーで安心・安全な屋内センサネットワーク

システムが実現される。

・長時間の連続飛行が可能となる WPT 搭載ドローンが実現される。

【アウトカム目標（中長期）】

・参画企業などが中心となって送電時間率向上、受電効率向上、送電距離伸長

等の改良が図られることにより、開発したセンサネットワークシステムが省

エネ化、省人化、生産性や品質向上などに貢献している。

・参画企業などが中心となって大電力化、高効率化、小型・軽量化、送電距離

伸長等の改良が図られることにより、WPT 搭載ドローンを利用した電力・社

会インフラなどの長時間連続点検、監視が可能になっている。

最終的には、以下のような社会の状態が実現される。

・遠距離・高効率・大電力で安全な WPT システム技術が普及し、制度化・標準

化の主導により国際競争力も獲得できている。

・WPT システムが無人化工場やインフラシステムのロボットやセンサ、ドロー

ン等に実装され、建設、ものづくり、物流、点検・検査等の現場の生産性の

抜本的向上や強靭化に貢献している。
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2023 年 3月現在
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（２）課題目標の達成度

①国際競争力

テーマ毎にグローバルベンチマーク調査を実施した結果、SIP終了時点において、

地域エネルギー需給データベースや USPM の各要素技術、WPT システムなどにおい

て国内外の競合との比較に基づく優位性等が示された。以下に調査結果の例を記載

する（詳細は「2 各研究テーマの概要と課題目標の達成度」参照）。

地域エネルギー需給データベース

再生可能エネルギーが主力電源となり、車両の電動化および社会のデジタル化が

進む中、セクターカップリングを通じた交通・電力インフラの統合的エネルギーマ

ネジメントシステムの概念モデルおよびプラットフォームの設計を進める必要が

ある。しかし、地域エネルギーシステムを具体的に実現させるためのデータが存在

していないため、本課題（テーマ A-③）では地域エネルギー需給データベースを整

備した。比較対象として、先行して市区町村レベルのエネルギー需給データベース

の整備が進んでいる国の事例である①米：DOE Energy Analysis Data and Tools 

for State and Local Energy Planning（米国エネルギー省、United States 

Department of Energy）、②英：BEIS Statistics（英国ビジネス・エネルギー・産

業戦略省、Department for Business, Energy & Industrial Strategy）、③独：

Regionalverband FrankfurtRheinMain, Municipal energy profiles（フランクフ

ルトラインメイン地域協会のエネルギーデータベース）を取り上げた。地域エネル

ギー需給データベースは、地方公共団体のエネルギー計画策定に利用する目的で構

築されており、地域単位での分析についてツールやユーザーインタフェース等に優

位性がある。

表 1-1 地域エネルギー需給データベースのグローバルベンチマーク調査結果
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  USPM 

再生可能エネルギーを組み合わせたエネルギーシステムを構築する共通基盤技

術として、エネルギー変換に不可欠なユニバーサルスマートパワーモジュール

（USPM）の開発を進めた。USPMの類似技術として、パワーエレクトロニクスビルデ

ィングブロック（PEBB）、インテリジェントパワーモジュール（IPM）があるが、PEBB

は主回路、IPMは半導体素子とゲートドライバ、PMは半導体素子をモジュール化し

ているが、USPMは主回路、ゲートドライバ、コントローラ、ノイズフィルタなど、

電力変換器を構成する要素全てをモジュール化している点で優位性がある。また、

アプリケーションや機種毎に応じた個別設計を不要とできるような汎用性・親和性

に重点を置いた開発を行っている点も、欧米とは異なる。USPMの効率、パワー密度

については、Si や SiC の物性値を凌ぐα-Ga203 を使用したパワーデバイスを B-①

(3)で開発しており、これの適用により大幅な向上が図れるため、より優位になり

世界市場の獲得が期待できる。

表 1-2 USPM のグローバルベンチマーク調査結果
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縦型 GaN 

豊田合成は縦型 GaNパワーMOSFETの研究開発を行っており、学会発表、論文発表

で世界トップのデータを報告している。EV の主機インバータ用の kHz スイッチン

グの汎用のパワーデバイスの開発を目指している。一部高速スイッチングの検討な

ども行ってはいるが、MHｚ無線電力伝送向けの素子や、そのためのデバイス技術の

開発は行っていない。 

アメリカのベンチャーNexGen Power Systemsが縦型 GaN JFET構造のエンジニア

リングサンプルを出荷している。縦型 GaN JFETは既存技術の組み合わせにより作

製可能であり技術的なハードルは低いが、ゲートが pn 接合になっており、オン時

には大きなゲート駆動電流が必要であり、大容量化については難しい点がある。

NexGen Power Systems社は専用のゲート駆動回路などを開発し、小電力の応用に

フォーカスして、20Wの LED照明用電源、240Wのパソコン用電源の開発を進めてい

る。 

横型 GaN HEMT については、GaNSystems、Infineon、Panasonicなど複数のメーカ

からデバイスが市販されている。横型構造に起因してゲート容量が非常に小さく、

高周波動作に非常に適している一方で、横型素子のために高耐圧化が困難であり、

また、大電流化も不得手である。また、ゲート駆動がショットキー接合になってお

り、上記 JFETと同様の問題がある。 

縦型 SiC MOSFETについては、Infineon、STMicroelectronics、三菱電機、ロー

ムなど複数のメーカからモータ駆動あるいは電源用のパワーデバイスとして多数

の商品が販売されている。20～100kHz のスイッチング速度での使用を想定して開

発されているため、MHz駆動には不適である。また、MHｚ駆動に特化した設計をす

る場合、SiC の低い MOS チャネル移動度がネックとなり、GaN が優位性を持つこと

になる。(チャネル移動度の高周波性能への影響についての定量的な検討は本課題

でコンピュータシミュレーションを用いて実施し、優位性を確認している。) 



1 課題全体の概要と課題目標の達成度

（２）課題目標の達成度

12

  

表 1-3 GaN デバイスのグローバルベンチマーク調査結果
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屋内給電 WPTシステム

再生可能エネルギーを中心とするエネルギーシステムの電力ネットワークにお

いて、多様な電源供給の要望に応え、かつ柔軟なエネルギーマネジメントの実現に

寄与する電力伝送技術として、ワイヤレス電力伝送（WPT）システムの開発を進め

た。既に米国連邦通信委員会（FCC）認可済みの米国２社（Energous社、Ossia 社）

と、昨今活発に活動している FCC 認可中の米国 GuRu 社の WPT 製品を対象としてベ

ンチマークを行った。従来の WPT システムにおいては、人体または他通信を検知し

た場合、WPT 送信を停波する必要があり、WPT送電時間効率（送電時間/稼働時間）

が低下し、ユースケースも限られる。一方、本課題で開発する WPT システムは、人

および他無線システムの検出・回避と WPT 受信機への電力供給を同時に実現する

世界初の WPTシステムであり、優位性は高い。ユースケースが多いため市場規模も

大きく市場性も高い。

表 1-4 屋内給電 WPT システムのグローバルベンチマーク調査結果
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②研究成果で期待される波及効果 

IoE社会のエネルギーシステムではエネルギーのＯＳまたはデータプラットフォ

ームを通じて、エネルギー（電力、熱、化学物質等）利用を最適化できる。社会実

装に向けて効率的なエネルギーシステムの姿を打ち出し、各産業の本分野に係る研

究開発や社会実装の推進に貢献できる。 

テーマ Aでは、電力・交通データ等のビッグデータ解析で新しい手法開発が期待

され、科学技術の進展に寄与する。開発した「地域エネルギー需給データベース」

を基に、市区町村などの地方公共団体がエネルギーの需給実態と地域特性をきめ細

かく把握し、地域エネルギー戦略、温暖化防止計画、都市計画、交通計画、森林管

理計画等を総合的に見直し、立案する際の基盤が形成される。 

内閣府の推進する EBPM（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング）による

地方創生の取組みに寄与する。「気象情報」「携帯電話位置情報」「スマートメータ」

などのデジタルデータを取り入れることによって、エネルギー供給ポテンシャル、

サービス需要（移動需要）、エネルギー需要の空間・時間解像度を高めた地域内情

報基盤を整備できる。より資源効率的なエネルギーインフラ設計や、地域発の多様

なデータ駆動型イノベーションを促し、Society5.0の実現に資する。地域エネルギ

ーマネジメントシステムのプラットフォームとしてデータ活用型マネジメント手

法が国内外のスマートシティなどとして実装されていくと新市場開拓、住民の利便

性向上、交通渋滞緩和による社会全体の生産性向上などが図られる。国内のみなら

ず、とりわけ、エネルギー需要の伸びが著しく、公共交通インフラが未整備なアジ

アの諸地域で実装されていくことにより、新市場獲得、環境汚染物質排出削減、交

通事故減少など多様な便益がグローバルに期待できる。 

テーマ Bで開発した、高パワー密度、高温駆動可能なパワーモジュールと高速デ

ジタル駆動制御技術及び低コストで高い性能の MOSFETを統合した USPM（ユニバー

サルスマートパワーモジュール）により、低コストで汎用性のあるパワーエレクト

ロニクス応用装置の創出が期待できる。USPMによるあらゆる電源の設計の単純化、

少ないリソースでの省エネ機器の生産が可能となり、パワーエレクトロニクス機器

の普及拡大、パワーエレクトロニクス装置の開発効率向上が期待できる。また、モ

ジュール間特性のばらつき補償をリアルタイムでオートチューニング（自動制御）

等による制御で解決することで、サーバインフラ、産業機械、自動車等の電力効率

と長期信頼性を更に高め、我が国産業基盤の強化に貢献する。縦型 GaNデバイスは、

他の半導体材料によるパワーデバイスに比べ高速のスイッチング動作が可能であ

り、この特性によりパワーエレクトロニクス回路の小型化を可能にする。また、GaN

のウェハ製造技術、縦型 GaNデバイスの製造技術において日本は技術優位性を有す

る。このことから本テーマで得られた成果は、GaN のウェハビジネス、GaN パワー

デバイス、それらを基盤とする小型パワーエレクトロニクス回路・システムの産業
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化等、その波及効果は多彩である。MHz 帯を用いた非放射型電力伝送システム

（13.56MHz）は GaNの高速スイッチング性能を必要とする応用分野であり、その MHz

帯ワイヤレス電力伝送により利便性を高めることが期待される家電機器、電気自動

車、産業用搬送機器等、多様な分野へ広がり得る技術である。特に脱炭素社会実現

に向けた電力分野での再生可能エネルギーの導入において、電力供給安定化のため

の蓄電機能として電気自動車に搭載される蓄電池の活用が検討されており、これら

電力部門と運輸部門のセクターカプリングによる「IoE社会」を構築する一手段と

して MHz帯電力伝送システムは有用となる。一方、横型 GaN整流デバイスは、マイ

クロ波帯の整流素子として高効率性と高耐圧性による大電力化が期待できる。また、

マイクロ波帯の電波は MHz 帯の電波に比べ直進性を高めることができ放射方向を

制御することが可能なため、我が国の得意とする工作機械や産業機器など可動部や

移動機器への電力供給の大電力化に寄与しうる。これら機器のケーブルをワイヤレ

ス化することで、断線による不測の装置停止や配線設備の保守・点検などから解放

される大きな効果が見込まれる。マイクロ波帯を用いた放射型電力伝送システム

（5.8GHz）は、上記の整流素子の利点が活かした応用システムであり、災害時の可

搬型電力供給装置はもとより、物流機器、ドローンの航続時間の飛躍的拡大などを

もたらし、様々な社会的な効果を生み出すと思われる。 

更に、テーマ Cで開発した WPTシステムを無人化工場のロボットやセンサ、ドロ

ーン等に実装することで、建設、ものづくり、物流等の現場の生産性の抜本的向上

やドローン応用による検査分野でのプロセス革命など WPT によるイノベーション

の創出が期待できる。特に、(A)とテーマ(C)の連携検討結果から、WPT 利用の IoT

センサによるデータのエネマネシステム（EMS）への活用による省エネ・脱炭素効

果が期待でき、WPT充電によるドローンの活用による電力インフラの強靭性向上や

経済効果も期待できる。 

 

 

  ③達成度（１）：SIP第２期５年間の設定目標に対する達成度 

各テーマにおいて、表 1-4～1-6 の各工程表のマイルストーンに従い、概ね計画

通りに研究開発を推進し、2022 年度末までに最終目標を達成できる可能性は高い

（2022 年 10 月時点見込み）。以下に各テーマの主要な成果例を紹介する（詳細は

「2 各研究テーマの概要と課題目標の達成度」参照）。 
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テーマ A-②では、モデル計算によって、革新的エネルギーデバイス適用により太

陽光発電（PV）導入量を大幅に拡大できること、また CO2排出量を削減できること

を定量的に明らかにした。例えば、PCS効率 96%、過積載率 140%、Volt-Var 制御あ

りの場合、296GWの PV導入が可能であることを示した。

テーマ A-③では、SIPにおける地域エネルギー需給の分析に関する研究成果をも

とに、地域エネルギー需給データベースを整備し、2022年 3月にウェブサイトを公

開した。データベースのウェブサイト画面を図 1-4 に示す。その後も改修を行い、

全国 1741 市区町村別の部門別エネルギー消費の推計結果、エネルギーフロー図お

よびエネルギー消費特性分布、太陽光・風力などの再生可能エネルギーの時空間ポ

テンシャル推計結果、市区町村別のエネルギー需給マップを掲載するとともに、地

域エネルギーシステムの計画ツールとして未来エネルギーシミュレーターを実装

した。本データベースは、エネルギー量にもとづき多様な観点・データ形式から市

区町村別のエネルギー需給量を可視化し、地域エネルギーシステムデザインに資す

るインタラクティブなツールを整備した他に類をみないものとして技術的価値が

あるといえる。

表 1-5 テーマ(A)の工程表
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図 1-5 にテーマ B-①の研究成果例である USPM の蓄電装置による実験結果を示

す。各レイヤで開発した要素技術をまとめ、USPM試作機、およびマスターコントロ

ーラの設計、開発を行った。これらを統合した蓄電装置（PCS）を開発し、実機実験

によりその動作を確認できた（図 1-5）。

図 1-4 地域エネルギー需給データベースのウェブサイト画面

研究開発項目 2018年度計画 2019年度計画 2020年度計画 2021年度計画 2022年度計画

①
エネルギー最適変換
システムへの応用を
見据えた基盤技術

②
エネルギー伝送システ
ムへの応用を見据え
た基盤技術

高周波素子開発/試作
受信アンテナ・回路/送電回路設計試作

大電流素子プロセス開発/試作
マイクロ波電力伝送システム機能検証
大電力受電/送電システム開発

高速スイッチ用デバイスプロセス開発/試作
13.56MHz同期整流/ゲート駆動回路技術

大電流スイッチ開発
大容量化技術開発

パワーモジュール高パワー密度実装技術、
高温動作対応技術の開発

TRL4

USPM
全体設計

USPMの統合設計、
試作、評価、実証

Ga2O3プレーナゲート技術開発

高速デジタルコント
ローラの基本設計

制御機能の
要素技術開発

コア・パワーモジュール
設計、開発、評価、

実証

Ga2O3プレーナ1200VMOSFET開発、実証
TRL4

TRL4TRL3

TRL4

・USPMを使用
したPV用蓄電装
置の評価・実証
・世界に先駆けた
酸化ガリウムデバ
イスの社会実装
※カスタム設計
PV用蓄電装置
相当動作の確認

・世界に先駆けた
縦型GaNデバ
イスの社会実装
・13.56MHz帯
縦型GaN MOS
及び5.8GHz帯
GaN受電レク
テナによるエネ
ルギー伝送シス
テム実証
※7.7kW及び
10W出力
動作確認

TRL5

TRL5

表 1-6 テーマ(B)の工程表
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テーマ B-②では、マクロ欠陥を低減する GaN エピタキシャル技術を背景に、縦型

GaN トレンチ MOSFETにおいてアンペア級素子の実現可能性（デバイス動作）を示し

た。またプレーナゲート型縦型 GaN MOSFETで１A動作を達成するとともに、社会実

装に必要なイオン注入プロセスと多層配線プロセスを開発した。さらにプレーナゲ

ート型縦型 GaNのオンボード実装によるスイッチング動作検証を行い、各種要素プ

ロセスのインテグレーションにおける課題抽出、対策確立により、この分野での日

本の先進性をさらに一段高めた。また、マイクロ波帯電力伝送における大電力受電

性能を可能にする整流素子として、横型 GaNデバイスによる 10W級ゲーテッドアノ

ードダイオード（GAD）を開発し、社会実装に向けて半導体製造ラインによる試作

を行い、直流評価により 100V 耐圧を確認した。さらに GaN の 10W 級 GAD を用いた

レクテナを設計するとともに、5.8GHz 帯受電レクテナによるエネルギー伝送シス

テムとして GaAs による GAD を代用した 9 レクテナアレイを設計し、機能実証を行

った。

図 1-5 USPM による蓄電装置システムの実験結果
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テーマ C-①では、バックスキャッタ通信を利用したビームフォーミングマイク

ロ波給電技術と人体上電力密度検知・制御技術を構築し、高機能センサへ mW 級の

給電・人および他無線機のある環境下で送電可能なバックスキャッタ利用高度ビー

ムフォーミング方式を確立した。2022 年度では、最終実証試験に向けた実験試験局

の免許取得と実験室内評価、実証実験システム開発と模擬組立ライン構築を実施し

（図 1-6）、構築した模擬組立ラインにおいて受電電力、時間率、人体回避効果の評

価を完了した。

表 1-7 テーマ(C)の工程表
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テーマ C-②では、小型ドローンに向け 6.78MHz 帯電界結合方式のドローン駐機

時急速ワイヤレス充電装置を開発した。ドローン格納庫への搭載を模擬した構成を

実現し、また、ドローンに搭載する受電回路の軽量化にも成功している。ドローン

に搭載可能な構成で、バッテリー充電電力 778Wの大電力、DC-DC効率 84.2%を達成

した。

④達成度（２）：社会実装の実現可能性

研究テーマごと全ての開発項目について、社会実装に向けた体制構築が順調に進

んでおり、社会実装の実現可能性は十分高いと考えられる。

テーマ Aについては、宇都宮市をモデルケースの 1つとして、域内再エネの有効

活用に向けた計画作成のため、具体的な電力データ（PV、施設、スマートメータ統

計データ）、バスの移動データを活用し、公共交通の EV 化による PV 余剰電力吸収

効果の解析に着手している。宇都宮市とは SIP 事業に関する協定書を 2021 年 4 月

30 日に締結しており、市長・副市長が出席するスマートシティ推進団体、Uスマー

ト推進協議会などの場で取組を説明するなど、具体的な連携を進めている。  

テーマ Bでは、2021年度、B-①(3)の Ga2O3を用いた MOSFETの開発と、B-②の縦

型 GaN-MOSFET および横型 GaN ダイオードの開発について、それぞれ社会実装責任

者を配置した（詳細は「3 課題マネジメント」参照）。SIP 終了後の社会実装に向

けて、参画機関とエコシステムを維持した取組を継続的に推進し、終了後 5年間程

度を目途に製品化・事業化する体制が整っており、例えば、縦型 GaNの周辺技術開

図 1-6 バックスキャッタ利用高度ビームフォーミング方式の実証実験システム
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発は富士電機（株）（コンソーシアム活動を活用）、WPT システムは古河電気工業(株)

等を中心に推進することとしている。また、学術領域での基礎検討の継続が必要な

技術については参画企業と参画している大学が連携し、検討終了後、企業への技術

移転がスムーズ進められるようにしている。B-①については、社会実装に向けて本

研究開発によって得られた USPMの要素技術、設計技術等はヘッドスプリング(株)、

富士電機(株)で製品化に向けさらに開発を進める。そして各種規格に適合させ、蓄

電装置や PCS に適用可能な USPM の製品化を検討する。またこうした社会実装への

取り組みを継続しながら第 3期 SIPでの研究開発につなげていく予定である。 

テーマ C では、2021 年度、C-①の屋内給電 WPT システムと C-②ドローン WPT シ

ステムについて、それぞれ社会実装責任者を配置した（詳細は「3 課題マネジメ

ント」参照）。屋内給電 WPTシステムについては、WPT 局の免許申請に必要な他の無

線システムとの運用調整や WPT の普及促進を担う「WPT 運用調整協議会」（2022 年

1月 20日に設立）の立ち上げに際し、SIP参画企業が主導的な立場で参加した。こ

の枠組みを活用し、協調領域としての SIP 成果の普及促進、制度化活動を進める。

また、ドローン WPTシステムについては、ユーザからの早期実用化の期待が高まっ

ており、2022年度に東電 PG・GSW(グリッドスカイウェイ有限責任事業組合)等の使

用環境を想定した WPT側の PoC実証を実施し、成果を公開することでユーザーメリ

ットを広く普及していく。 

 

 

  ⑤知財戦略、国際標準化戦略、規制改革等の制度面の出口戦略 

WPT関係の知財戦略、国際標準化戦略について、無線通信のレイヤ構造を WPT シ

ステムへ適用し、WPT制御・マネジメントを実現する手段に着目した知財権獲得を

目指しつつ、知財権を強みとして Bluetooth-SIG（BT-SIG）での国際標準化活動に

注力する戦略である。 

規制改革等の制度面については、テーマ Cを中心とした「制度整備・標準化 WG」

において、以下の取り組みを実施した。 

・法規制に係る関係府省庁との協議、課題抽出を行った上で、制度整備のシナリ

オ・実施体制づくりを行った。 

・標準化の場の明確化とその実施計画・体制づくりを行った。 

・社会実装に係る関係団体・組織との協議、課題抽出を行った上で、社会実装の

方法の検討などについて取り組みを実施した。 

 

特に C-①屋内給電 WPTに係る制度化については、以下の図に示す通り、本 SIP 課

題での研究開発や標準化と並行して議論を進め、順調に進捗している。 

具体的には、電波法での制度化議論に参画しており、第１ステップ（既存技術で
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の実用化）として屋内で人のいない環境での利用に向けて、2020 年度～2021 年度

に行われた 3帯域（920MHz帯、2.4GHz帯、5.8GHz帯）でワイヤレス給電専用の電

波を割り当てる省令改正の議論に関わり成果を上げており、2022年 5月 26日官報

公示、省令が施行された。屋内で人のいない環境での利用のため限定的ではあるが、

世界初の制度対応である。

また、2022 年 7 月 14 日に総務省へステップ 2（本 SIP の成果技術による人や他

の無線システムが存在する状況での利用）制度化の要望書を提出しており、SIP 終

了以降も引き続き、制度面の取組を継続していく予定である。

国際標準化に関しては、総務省含めた関係者らと議論を深め、アジア・太平洋電

気通信共同体（APT）無線グループ（AWG: APT Wireless Group）および国際電気通

信連合（ITU）無線通信部門（ITU-R: ITU Radiocommunication Sector）の寄与文

書を作成、提出し、SIP成果の国際標準化の準備を進めてきた。その結果、2022 年

7月に開催された ITU-R SG1会合において、空間伝送型 WPTの利用周波数の勧告が

成立、他システムとの共用化検討のレポートが完成した。この勧告化、レポート化

は、SIP参画メンバーが中心となる日本代表団が主導してきたものである。空間伝

図 1-7 C-①屋内給電 WPTシステムの社会実装シナリオ
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送型 WPT が国際協調の場で明確に位置づけられたという意味で大きな成果があっ

た。

また、WPT のアプリケーション拡大のため、WPT の制御方法について Bluetooth

プロファイル化を目指し、その仕様案を策定した。更に、今後の国際標準規格の策

定に向け、IEC TC 100/TA 15（WPT システム製品規格）、IEC TC 106/WPT-WG（人体

防護のための適合性評価方法・測定法）などでの標準化活動にも取り組んだ。

⑥成果の対外的発信／⑦国際的な取組・情報発信

表 1-8に本 SIP課題全体の国内外に対する成果発信の実績を示す。

その他の主な取り組みは以下のとおりである。

・一般向けに広く本課題の取り組みや研究成果を PR するための紹介映像コンテン

ツを制作し、SIPシンポジウムでの PDによる講演等を通じて世の中に発信した。

※研究推進法人（JST）の YouTube Channelにて公開中

https://www.youtube.com/watch?v=LGEVM8iOS0A&list=PLwlAbCcz-l4tonbx5p_6v8_4Ir8ZywFED

・電気学会全国大会（2022年 3月 21日～23日開催）にて、テーマ A合同でのシン

ポジウム講演「IoE 社会のエネルギーシステムのグランドデザイン-再エネ主力

電源化に向けたパワーエレクトロニクス技術への期待-」を企画した。

課題全体 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

上期

特許出願

[件]
国内 0 32 15 27 12 

海外 0 4 10 8 21 

原著論文

[報]
国内 0 5 15 10 2 

海外 1 22 28 26 13 

学会等

口頭発表

[件]

国内 27 127 95 131 40 

海外 10 66 44 46 30 

表 1-8 課題全体の対外的発信実績
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・国際会議「The 2022 International Power Electronics Conference (IPEC-Himeji 

2022 -ECCE Asia-)」において、2022年 5月 18日にテーマ A・B合同 Organized 

Session“Renewable Energy Integration by Next-generation Power 

Electronics Technology”を開催し、成果を発信するとともに、海外研究者との

意見交換を実施した。

・SIP 課題として、SIP/WPT 研究会計 3 回（第 1 回：2019 年 3 月 27 日、第 2 回：

2021年 3月 22日（オンライン）、第 3回：2023年 3月 22日（2022年 10月時点

予定））を主催し、開催した。B-②、C-①、C-②の WPT 関連技術・システムの研究

成果や取り組み内容をアピールした。

・アジア最大級の規模を誇る IT 技術とエレクトロニクスの国際展示会「CEATEC」

にて C-①の SIP取り組み概要、WPT実用化状況を WiPoTブースより出展した。反

響は大きく、携帯キャリアとの機会を得、WPT制度化に関する議論開始につなが

った。
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2 各研究テーマの概要と課題目標の達成度 

（１）研究テーマ(A)： IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン 

１）研究内容 

エネルギーマネジメント技術に関しては、これまで国が先導し、ホームエネル

ギー管理システム(HEMS)、ビルエネルギー管理システム（BEMS)、スマートコミュ

ニティ(環境配慮型都市)事業、 仮想発電所（VPP）事業等、点から面までの各事

業（実証事業が中心）が行われてきているところであり、運輸部門の電動化、自

動運転が進み、脱炭素化と利便性向上に向けて交通部門とエネルギー部門のセク

ターカップリングが大きなテーマになりつつある。エネルギー利用効率化などエ

ネルギー便益および非エネルギー便益（利便性・生産性・レジリエンス向上など）

の評価を試みるとともに、エネルギーマネジメントを効果的に行うためのボトル

ネック課題を特定し、テーマ(B)の新技術実装により高性能のパワーエレクトロ

ニクス機器普及による再生可能エネルギーの一層の利用促進効果等を明らかに

する。また、エネルギーシステムのサイバー層に注目し、エネルギー分野のデー

タ基盤を考慮した分野間データ連携を取り込むプラットフォーム向けシステム

アーキテクチャ、エネルギーシステム設計手法を提案する。 

また、IoE 社会において、産業部門でエネルギー消費の大半を占める熱エネル

ギーの脱炭素化は、再生可能エネルギーが主力エネルギー源となる社会のエネル

ギーシステムの設計において重要な課題であるが、それらの分野においてもプロ

セス技術のゼロエミッション電源による電化や、他部門等とのセクターカップリ

ング等を通じたエネルギーマネジメント技術の適用を図ることは極めて有効な

方策である。このため、こういった視点に立ちつつ、産業部門、運輸部門、民生

部門のエネルギー消費の地域特性、再エネの導入可能性に係る地域特性に応じた

社会実装可能な地域エネルギーシステムデザインのためのガイドラインの策定

を、デザインの実証を含め実施する。 

 

本テーマは、下記図 2-1-1に示す体制で推進した。また、サブテーマ A-②では

『「革新的エネルギーデバイスの適用によるエネルギー供給コストの定量的評価」

検討委員会』、サブテーマ A-③では「地域エネルギーシステムデザイン研究会」

をそれぞれ設置・開催し、以下に示す外部有識者からの意見・議論を踏まえて研

究開発を推進した。 

■A-②「革新的エネルギーデバイスの適用によるエネルギー供給コストの定量

的評価」検討委員会 有識者委員 

加藤 丈佳 名古屋大学 未来材料・システム研究所 教授 

木村 紀之 福井工業大学 工学部 教授 

清水 敏久 東京都立大学 システムデザイン学部 特任教授・名誉教授 
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田岡 久雄 大和大学 理工学部 教授 

■A-③地域エネルギーシステムデザイン研究会 有識者委員・オブザーバー 

芦名 秀一 国立環境研究所 社会システム領域 主席研究員 

井村 順一 東京工業大学 理事・副学長（教育担当） 

黒沢 厚志 一般財団法人エネルギー総合工学研究所 

プロジェクト試験研究部 研究理事・主席研究員 

戸田 直樹 東京電力ホールディングス株式会社 経営技術戦略研究所 

林 泰弘 早稲田大学 理工学術院 教授 

福田 桂 株式会社三菱総合研究所 サステナビリティ本部 

（オブザーバー） 

石原 賢一 神奈川県川崎市 環境局 課長 

栗原 久光 石油コンビナート高度統合運営技術研究組合 技術部長 

黒田 俊也 住友化学株式会社 レスポンシブルケア部 

塩沢 文朗 内閣府 SIP「IoE社会のエネルギーシステム」 

イノベーション戦略コーディネーター 

高橋 政喜 岩手県 環境生活部 グリーン社会推進課長 

髙橋 一彰 横浜市 温暖化対策統括本部 企画調整部担当部長 

三上 巧 岩手県宮古市 企画部 エネルギー推進課長 

水口 能宏 日揮ホールディングス株式会社 

執行役員・サステイナブル協創部長代行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 各研究テーマの概要と課題目標の達成度

（１）研究テーマ(A)： IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン

27 

２）技術的目標

・テーマ(B)の Ga系パワー半導体技術実装による再生可能エネルギー利用促進効

果などの定量的な予測評価を示すと同時に今後の技術開発ロードマップを示

す。

・交通部門とエネルギー部門のセクターカップリング実現のためのプラットフォ

ームのアーキテクチャを示す。

・地域エネルギーシステムデザインのガイドラインを策定する。

３）課題目標の達成度

①国際競争力

欧州で交通部門とのセクターカップリングは志向されているが、その効果の

把握や実用化に向けた取り組みは行われていない。一方、我が国では、これま

で、電力を中心としたエネルギーマネジメントシステムの要素技術開発に取り

組んできているものの、IoTを活用し、交通部門と連携したエネルギーシステム

の構築に向けた取り組みはなされていない。

図 2-1-1 テーマ A実施体制図
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連邦制や歴史的に地域コミュニティーを中心として発展してきた欧米の都

市・集落の一部においては、地域の産業構造やエネルギー需給構造にマッチし

た地域エネルギーシステムの構築が図られているところがあり、それらの状況

については研究の参考とすることを考えているが、IoT 技術を活用した地域エネ

ルギーシステムの構築は、まだどの国においても試行段階であり、IoT技術をフ

ルに活用した日本の地域特性にマッチしたエネルギーマネジメントシステムの

構築のための基盤を整備することは、日本として、また、日本と同様の環境にあ

る国々にとって重要な試みである。 

本項では、本テーマのアウトプットの 1 つである地域エネルギー需給データ

ベースを対象に、グローバルベンチマーク調査を実施した。比較対象として、既

に市区町村レベルのエネルギー需給データベースの整備が進んでいる国の事例

である①米：DOE Energy Analysis Data and Tools for State and Local 

Energy Planning（米国エネルギー省、United States Department of Energy）、  

②英：BEIS Statistics（英国ビジネス・エネルギー・産業戦略省、Department 

for Business, Energy & Industrial Strategy）、③独：Regionalverband 

FrankfurtRheinMain, Municipal energy profiles（フランクフルトラインメイ

ン地域協会のエネルギーデータベース）を取り上げ、それぞれの国が整備した

市町村のエネルギーデータに関するウェブサイト群の情報を元に比較を行った

（図 2-1-2）。 
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【優位性の比較・戦略】

・地域エネルギー需給データベースは、地方公共団体のエネルギー計画策定に利

用する目的で構築されており、地域単位での分析についてツールやユーザーイ

ンタフェース等に優位性がある。

・一覧性のあるエネルギーフロー図、Excel 形式による数値データ、三角図によ

る日本全体の中での位置づけ、地理情報など、多様な視点から分析結果をまと

めている。

・未来エネルギーシミュレーターを搭載し、ウェブサイト上でインタラクティブ

な分析が可能である。

【劣っている点と挽回方法】  

・電力スマートメータデータなどデータ入手コストが高い非公開データが多いた

め、地域エネルギーデザインに利用するエネルギーデータの解像度を高めるこ

とが難しい現状にある。独自に地域の実績データの取得範囲を拡張して、積上

法分析によって解像度を高める必要がある。

【市場性（社会貢献度）】  

図 2-1-2 地域エネルギー需給データベースのグローバルベンチマーク調査結果
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・情報発信力やデータベースの利便性、自治体との連携による実績、ガイドライ

ン提供などのサポート体制の構築、公的統計との連携により地方公共団体の利

用を促進し、社会貢献度を高める。 

 

【コスト】 

・データベースに関するコストは、利用するデータの価格に大きな影響を受ける。

携帯位置情報を用いた V2Gポテンシャルなど、データベース更新対象を見直す

ことが考えられる。 

・地域エネルギー需給データベースは、地方公共団体との連携により、よりニー

ズの高いものを追加、もしくは選択し更新することによって、費用対効果を高

めることが重要。 

・将来的に IoT 技術の普及によりデータ取得コストは削減に向かうと思われる。

競合対象との間でデータベース構築コストに大きな差が生まれるとは考え難

い。ただし、デジタルデータの公開制度によっては時空間解像度を高めるため

のデータ入手費用が嵩むことにもなり得る。 

 

 

  ②研究成果で期待される波及効果 

電力・交通データ等のビッグデータ解析で新しい手法開発が期待され、科学技

術の進展に寄与する。地域エネルギーマネジメントシステムのプラットフォーム

としてデータ活用型マネジメント手法が国内外のスマートシティなどとして実装

されていくと新市場開拓、住民の利便性向上、交通渋滞緩和による社会全体の生

産性向上などが図られる。 

開発した「地域エネルギー需給データベース」を基に、市区町村などの地方公共

団体がエネルギーの需給実態と地域特性をきめ細かく把握し、地域エネルギー戦

略、温暖化防止計画、都市計画、交通計画、森林管理計画等を総合的に見直し、立

案する際の基盤が形成される。 

内閣府の推進する EBPM（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング、証拠

に基づく政策立案）による地方創生の取組みに寄与する。「気象情報」「携帯電話

位置情報」「スマートメータ」などのデジタルデータを取り入れることによって、

エネルギー供給ポテンシャル、サービス需要（移動需要）、エネルギー需要の空間・

時間解像度を高めた地域内情報基盤を整備できる。より資源効率的なエネルギー

インフラ設計や、地域発の多様なデータ駆動型イノベーションを促し、 

Society5.0 の実現に資する。また、国内のみならず、とりわけ、エネルギー需要

の伸びが著しく、公共交通インフラが未整備なアジアの諸地域で実装されていく

ことにより、新市場獲得、環境汚染物質排出削減、交通事故減少など安全面での多
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様な便益がグローバルに期待される。

③達成度（１）：SIP第２期５年間の設定目標に対する達成度

(1)本課題による技術進歩（テーマ(B),(C)の成果を含む）を踏まえた今後のエ

ネルギーマネジメント技術進展によるエネルギー効率化効果の評価（A-①）

【達成目標】テーマ(B),(C)の新技術実装による貢献度の定量的な予測評価

結果を取り纏める。

・エネルギーマネジメントの高度化によって多様な便益が期待される。便益

の評価にあたっては、得られる便益を脱炭素・省エネ、ノンエナジー、レ

ジリエンスに大別した。特にエネルギーマネジメントに関する本テーマ

の便益についてはエネルギー単体の便益にとどまらず、エネルギーとの

親和性が高い交通部門での連携を例に取ると多様な便益が期待される

（表 2-1-1）。便益の評価は当該技術を導入したことによって、導入しな

いベースケースに対する各便益の改善度を評価基準として検討した。IoE

社会の実現に向けた検討を深めるためにはこれらを定量的に評価するこ

とで、研究開発、社会実装による影響を明らかにすることが求められる。

表 2-1-1 テーマ(A)に関する便益評価の例

15

カテゴリ ユースケース 提供者
（対価を得る）

受益者
(対価を支払う) 便益 課題 解決策 データの

種類
データ
粒度 規模

エネルギーの
自動化

• 双方向取引
（P2P等）

• 自家消費
• EV（個人、法人）
• アグリゲーター

• 小売電気事業
者

• EV所有者
• 電力需要家
• 蓄電池事業者

• 市場の値差、価
格安定化

• 蓄電池販売促進
• 自家消費推進

• アグリゲーターの役
割や責任の明確化

• 採算性

• アグリゲーター市場構
築

• 税、サービスコスト改
善

• SOC情報
• 決済情報

• 秒
• 分
• 時間

• 複数建物

電力
バランス

• 慣性力
• 周波数制御

• EV（個人、法人）
• 充電設備提供事業
者

• アグリゲーター

• 系統利用者全
体

• 慣性力
• 周波数制御
• アンシラリー

• 長時間の周波数
調整

• 蓄電池の劣化
• 採算性
• EV事前認定基準
• 市場規模

• 充放電制御の最適
化

• 税、サービスコスト改
善

• 入札仕様の見直し
• アグリゲーター単位で
の資格認定

• エネルギー消費量
• 調整力容量情報
• SOC情報
• 価格シグナル
• 決済情報

• 秒
• 分
• 時間

• 配電単位

エネルギーバ
ランス

• 卸電力
• 調整力
• CO2排出削減

• EV（個人、法人）
• 充電設備提供事業
者

• アグリゲーター

• 電力取引事業
者

• 系統運営者
• 小売電気事業
者

• 市場価格安定化
• 調整力
• 発電投資削減
• 再エネ余剰活用

系統対策
• 需要調整
• 電圧制御
• 混雑緩和

• EV（個人、法人）
• 充電設備提供事業
者

• アグリゲーター

• 系統運営者
• 送電事業者
• 配電事業者

• アンシラリー
• 系統混雑緩和
• 設備投資削減

• 充放電時損失
• 蓄電池の劣化
• 決済メーター設置

• 充放電制御の最適
化

• 計量器規格要件の
緩和

• 容量情報
• SOC情報
• 決済情報

• 秒
• 分
• 時間

• 配電単位

蓄電池の二
次利用

• EV蓄電池を用
いた定置用電
池の構築

• サービスプロバイダ • 系統運営者 • 調整力等
• アンシラリー

• 電池劣化
• リユースの質の確保

• SOCの把握
• 電池の最適組み合
わせ

• 制御技術
• SOC情報 • 秒

• 分 • 配電単位

単独運転 • バックアップ
• オフグリッド • EV（個人、法人） • 電力需要家

• 蓄電池事業者
• BCP対応
• 安定供給
• 蓄電池販売

• アグリゲーターの役
割や責任の明確化

• 採算性

• アグリゲーター市場構
築

• 税、サービスコスト改
善

• 容量情報
• SOC情報

• 分
• 時間

• 配電単位
• 自治体

機器の充電 • EV→機器
• EV→EV

• EV（個人、法人）
• 充電設備提供事業
者

• アグリゲーター

• 電力需要家
• EV利用者

• 電気料金削減
• 充電方法の拡大

• 蓄電池の劣化
• 採算性
• 利用者の理解

• 充放電制御の最適
化

• 税、サービスコスト改
善

• エネルギー消費量
• 決済情報

• 分
• 時間

• 配電単位
• 自治体

充電器ビジネ
ス

• 充電情報管理
• 車両権限管理
• 需要管理

• 充電設備提供事業
者

• EV利用者
• 充電設備設置
者

• 充電の利便性
• 充電設備導入費
用削減

• 機器コスト
• サービスコスト
• 情報管理

• コストダウン
• セキュリティの確保

• 契約ID管理
• RFIDの利用
• 充電規格対応
• SOC情報

• 分
• 時間
• 日

• 自治体
• 広域圏
• 全国

モビリティサー
ビス

• 車両サービス
• 運行管理充電
所ガイド

• サービス情報連
携(店舗誘導)

• サービスプロバイダ
• EV利用者

• EV所有者
• 小売事業者

• モビリティサービス
利便性

• 渋滞緩和
• 小売サービス活用

• 事業者育成
• 車両データ取得

API の開発
• データ売買清算
• データセキュリティ
• インセンティブ

• データ蓄積
• セキュリティ手法開発
• 精算スキームの整備

• 車両のID
• SOC情報
• 走行ロケーション
• 目的地
• 到着時間
• 利用スケジュール

• 分
• 時間
• 日
• 月

• 自治体
• 広域圏
• 全国

物流の改善 • 再配達の削減
• 物流の最適化

• 一般需要家
• 物流利用者 • 配送事業者

• 物流に伴うエネル
ギー減、コスト減

• 物流に必要なイン
フラ減

• データ分析
• データ収拾

• データ蓄積
• セキュリティ手法開発
• 精算スキームの整備

• 配送先エネルギー
消費量

• フリートデータ
• 時間
• 日

• 自治体
• 事業所

エ
ネ
ル
ギ
ー

交
通

レジリエンスノンエナジー脱炭素・省エネ テーマB（パワエレ）の貢献 テーマC（WPT、ドローン）の貢献
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・本項目で扱うテーマ(A)とパワエレを主に扱うテーマ(B)、そして WPT と

ドローンを扱うテーマ(C)のそれぞれについて、表 2-1-2の通り、各テー

マ単体での便益およびテーマ間で連携することによる多様な便益の項目

出しと定量評価の検討を進めた。特に、テーマ(A)との連携による便益に

ついて定性的、定量的な検討の深掘りを進めた結果、テーマ B および C-

①の成果を活用すると、図 2-1-3,2-1-4 のように追加的な省エネルギー

効果・CO2削減効果がある。

・なお、C-①の便益評価については、パナソニック事業所内での EMS の事例

による省 CO2効果を全国の民営事業所に拡大適用した場合と、業務・家庭

部門に適用した場合の省 CO2効果を便益として試算した。これらの省 CO2

効果を前提として、C-①では WPT を活用する場合と活用しない場合それ

ぞれのケースを試算して、その差分を WPT による省 CO2効果としている。

C-①の試算結果に基づき、CO2排出係数を 0.358kg-CO2/kWh に変更し、試

算した結果を A-①の便益のグラフに追加した。

表 2-1-2 テーマ(A)と他テーマとの連携による便益評価の例
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図 2-1-3 高度なエネルギーマネジメントによる追加的な省エネルギー効果

図 2-1-4 高度なエネルギーマネジメントによる追加的な CO2削減効果
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(2)交通部門とエネルギー部門のセクターカップリングに向けた、プラットフォ

ームの検討およびシステムアーキテクチャの概念設計（A-①、A-③） 

【実施項目 1】システムアーキテクチャの概念設計 

【達成目標】交通部門とエネルギー部門のセクターカップリング実現のた

めのシステムアーキテクチャをデザインする。 

・IoE 社会では多様な情報を活用してエネルギーの需給管理を高度に実施

することが期待される。この中でエネルギーマネジメントは、社会インフ

ラのあらゆる場面での活用が検討される。エネルギーマネジメント、情報

の活用のあり方としてはネットワークへの活用、社会インフラへの活用、

サービスの向上に関する活用等、多様な切り口が考えられる。具体的なユ

ースケースの実現のためには必要となる情報やサービスの円滑なやり取

りが必要となる。内閣府 SIP 事業※1では、特にスマートシティに関して参

照すべきリファレンスアーキテクチャを整理している。ここでは

Society5.0 の実現を目指す中で、スマートシティ構築のために必要なデ

ータ、データ連携および、それらを支えるルールや組織についてどのよう

な関係にあるかを整理している。 

・本項目では内閣府の検討も踏まえて、特にエネルギーを軸としたこれらの

やり取りを実現するためのアーキテクチャについて、エネルギーマネジ

メントによるユースケースとアーキテクチャの関係を中心に整理し、エ

ネルギーマネジメントシステムに求められるアーキテクチャの概念モデ

ルを提示した（図 2-1-5）。 

 

 

 
※1 内閣府、戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）第２期／ビッグデータ・AIを活用した サイ

バー空間基盤技術のアーキテクチャ構築ならびに実証研究事業、2020 
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【実施項目 2】電力・交通データ連携型地域エネルギーマネジメントプラ

ットフォーム設計指針の構築

【達成目標】

○電力・交通データ連携型エネルギーマネジメントシステムプラットフォ

ームプロトタイプへ格納した地域交通データ、電力データの活用を通し

て、電力・交通データ連携型エネルギーマネジメントシステムプラット

フォーム設計指針の構築を行う。

○地域交通データ、地域電力データを活用したエネルギーマネジメントユ

ースケースに基づき、セクターカップリングによる便益評価を通して、

便益評価指針の構築を行う。

注）本件検討に際し、スマートメータ統計データは東京電力パワーグリッ

ド株式会社が実証を目的に提供するデータを活用した。

・宇都宮市と協調した、宇都宮市の実データに基づくエネルギーマネジメン

ト手法開発と便益評価、プラットフォームのプロトタイプ実装による設

計指針の構築を実施した。

・路線バス 164台を EV化した時の充電スケジュール制御による、バス営業

図 2-1-5 EMSシステムアーキテクチャの概念モデル
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所・車庫近傍における余剰太陽光発電の有効利用率向上を目的とするエ

ネルギーマネジメント手法の開発と効果試算を実施した。

ⅰ. 年間での充電スケジュール最適化による余剰 PV吸収率改善効果試算

スマートメータデータを活用しバス営業所・車庫近傍の PV余剰電力

を算出し、また、バスの運行データをもとに、バス充電スケジュール制

御による便益試算を実施し、成行充電（バス帰着時充電）と、充電最適

制御時の差をエネマネ効果として評価した。

⇒ 晴天代表日は PV余剰吸収率 29.6%改善、年間評価にて 21.8%改善

ⅱ. 年間での充電スケジュール最適化による CO2排出削減効果試算

東京電力エリアにおける時間帯別排出原単位を算出の上、夜間充電、

成行充電、最適充電の各方式での CO2排出量を試算し、平均排出量原単

位使用時に対する時間帯別 CO2排出係数＋最適充電方式での CO2排出量

削減効果を確認した。

⇒ 代表日において 10.8%削減、年間評価にて 5.8%（283t-CO2）削減   

（宇都宮市 温室効果ガス排出量 運輸部門 97.3万 t-CO2 ＠2019

年度) 

ⅲ. 年間での動的マネジメント制御実施による CO2排出削減効果試算

PV 余剰電電力の前日予測に基づく最適充電計画を、当日のリアルタ

イムデータで補正する手法を開発し、その効果を試算した（成行充電に

対する削減量で評価）。

⇒ CO2排出量換算で、年間 3.0%（143t-CO2）削減

図 2-1-6 晴天・曇天代表日の PV余剰電力に対する EVバスへ

の成り行き充電と最適充電の利用率比較
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・宇都宮市でのエネルギーマネジメント：ユースケース想定と便益試算（ノ

ンエナジーベネフィット） 

ⅰ. EVバスによる災害発生時の避難所への電力供給能力最大化試算 

路線バス EV化時、余剰太陽光を有効活用する最適充電スケジュール

を適用した場合に、EV バス 164 台の SoC を推定し、災害発生時の避難

所への電力供給能力（ポテンシャル）を試算した。最適制御（晴天代表

日、曇天代表日）における電力供給能力として、発災時間別の蓄電残量

の総量を推計した。宇都宮市の実際の避難所 12箇所において、避難者

4500～5500人（想定収容人数の 29～35%）に対して 72時間の提供が可

能と試算され、災害時活用の有効性が確認された。 

ⅱ. LRT 導入後の交通マルチモーダル（EV 増加）条件下での走行時間短

縮便益試算 

交通シミュレーションに基づくノンエナジーベネフィット試算例と

して、LRT 導入後に EV 比率が増加場合の自動車旅行速度上昇による便

益換算金額を試算した。想定例として、宇都宮市東側エリア（LRT沿線

エリア）の、東西 7km、南北 3kmの範囲をシミュレーションモデルとし

て構築し、LRT敷設路線と並行 2路線の交通量変化を分析し、貨幣価値

の試算を実施した。また、ガソリン車のみのケースに加え、EV、小型 EV

へのシフトを考慮したマルチモーダルシミュレーションを行い、EV 化

による加速度変化、車両サイズコンパクト化などの影響も考慮した。そ

の結果、LRT 導入による交通量減少と EV 比率向上により旅行速度が上

昇し、当該区間における便益向上が確認された。 

⇒ LRTによる 1車線削減、車両通行量 20%削減、EV 比率向上想定のケ

ースにて、6.88億円/年 向上 

ⅲ. LRT導入時の公共交通利用、徒歩数増加による医療費低減効果試算 

徒歩数と医療費抑制効果には相関があることから、LRT導入時の医療

費低減効果を試算した。なお、国土交通省の歩行量調査のガイドライン

では、0.065～0.072 円/歩/日の医療費抑制効果試算結果が記載されて

いる。想定例として、宇都宮市での各種オープンデータ（人口統計情報、

福祉関係情報、保健・健康・衛生関係情報）を活用することで沿線人口

を算出した。さらに町丁目ごと細分化し、最寄り電停までの距離を算出

し、歩数換算することで医療費削減効果を試算した。その結果、LRT導

入時、電停 1000ｍ以内の居住者が LRTを利用する場合、2億 2238万円

/年の医療費削減効果を確認した。 

・自治体と連携し、地域エネルギーマネジメントシステムプラットフォーム

のプロトタイプの試験稼働を推進し、実証・実装へ向けた課題抽出とプラ
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ットフォーム設計指針の構築を進めた。 

ⅰ. 標準都市 OSを活用したプラットフォームプロトタイプの構築・利用

に基づく設計指針の構築 

地域エネルギーマネジメントプラットフォームの構築へ向け、自治

体との連携を基に、都市 OS の国際標準である FIWARE 環境を利用した

プラットフォームプロトタイプの構築と試験稼働を推進した。交通デ

ータ（リアルタイム・履歴）、電力データ（履歴）などの格納と活用を

通し、電力・交通のデータモデルの立案を行うとともに、個のデータ／

公のデータの区分と扱いについて自治体と議論を進めた。また、都市 OS

は、最新情報と短期間履歴データの格納を主体とするが、エネルギーマ

ネジメントには長期間履歴データの利用も必要となるため、長期履歴

対応ストレージの併設が重要となる等、エネルギーマネジメントシス

テムとしての活用に対応したシステム構成を検討し、地域エネルギー

マネジメントシステムプラットフォーム設計指針を策定した。 

ⅱ. スマートシティ関係ドキュメントと連携した、プラットフォーム設

計指針の構築 

地域エネルギーマネジメントプラットフォームの構築が自治体のス

マートシティへの取組と連携して進められることを想定し、プラット

フォーム設計指針の構築においては、ステークホルダーを巻き込んだ

進め方は内閣府「スマートシティガイドブック」を、取組全体のアーキ

テクチャや都市 OSの位置づけは内閣府「スマートシティリファレンス

アーキテクチャ・ホワイトペーパー」を、各々ベースとし、宇都宮市に

おけるエネルギーマネジメント検討事例を中心とする形で取りまとめ

た。 
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図 2-1-8 スマートシティ関係ドキュメントと連携した、プラットフォーム

設計指針イメージ図

図 2-1-7 地域データ連携型 EMS プラットフォーム設計指針・便益評価指針

目次案
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(3)再生可能エネルギー主力電源化に向けた革新的エネルギーデバイスの便益

評価（A-②） 

パワーエレクトロニクス技術（PE 技術）においては、近年、酸化ガリウム

（Ga2O3）や縦型 GaN など革新的なパワーデバイスの開発が進んできており、

これらの適用により、パワーエレクトロニクス機器（PE 機器）の小型化・高

効率化など機器側の利点のみならず、電力損失の低減やエネルギーの利用率

向上など、エネルギー供給システム全体においても利点があり、PE 技術の普

及を推進していく必要がある。 

一方、PE 技術の普及を推進するには、普及の障壁となる技術的課題を整理

して新たな技術が導入された場合の社会的な効果を予め定量的に示して、社

会コスト低減効果を共有する必要がある。 

本サブテーマでは、革新的パワーデバイスが適用された PE機器（革新的な

エネルギーデバイス）が適用されたエネルギー供給システムの実現に向けて、

その技術的な便益および経済的な便益を定量的に評価した。 

 

【実施項目 1】革新的パワーデバイスを PE機器へ適用するための技術的課

題抽出 

【達成目標】Ga 系次世代パワーデバイスを使用した PE 機器（系統連系イ

ンバータ・スマートインバータ・など）に求められる仕様及びそれらを

達成するための技術課題を抽出する。 

・次世代パワーデバイス（Ga2O3、縦型 GaN）が適用された場合の課題などを

整理することを目的とし、現在市場に流通パワーコンディショナーの技

術動向の調査を行った。特に、小型・高効率化の面から調査を行い、現状

で高密度に実装されているパワーコンディショナーの分析結果からさら

なる小型・高効率化を達成するための技術課題を明らかにした。 
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【実施項目 2】革新的エネルギーデバイスを適用したエネルギー供給シス

テムにおける技術的便益の定量的評価

【達成目標】革新的エネルギーデバイスの適用により国内の再エネ電源の

接続可能容量や CO2 排出量に及ぼす効果を定量化し、未来社会のエネル

ギーシステム像を技術的および経済的な観点から提案し、課題を抽出す

る。

・革新的エネルギーデバイス適用により PV導入量を大幅に拡大できること

と CO2排出量を削減できることを定量的に明らかにした。

解析例）  

PCS効率 96%、過積載率 140%、Volt-Varありの場合 296GWの導入が可能

図 2-1-9 5kW家庭用パワーコンディショナーの内部構成

図 2-1-10 PV導入可能量の拡大推計方法のフロー
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・革新的エネルギーデバイスの適用および過積載率の影響を定量的に明ら

かにするために、以下の 4 ケースについて計算機シミュレーションを実

施した。 

 (ケース 1) インバータ効率 96%（従来型を想定）、過積載率 140%（現状を

想定）、Volt-Var制御なし 

 (ケース 2) インバータ効率 96%、過積載率 140%、Volt-Var 制御あり 

 (ケース 3) インバータ効率 99%（Ga系を想定）、過積載率 140%、Volt-Var

制御あり 

 (ケース 4) インバータ効率 99%、過積載率 180%（将来を想定）、Volt-Var

制御あり 

・35 パターンの JST-CREST 配電線モデルを用いて、各ケースの 24 時間シ

ミュレーションを実施し、PV導入可能量を配電線モデルごとに算出した。

配電線の地域特性を評価するために、商業地・工業地・住宅地・農山村モ

デルごとに算出した PV導入可能量を整理した。実際に使われている配電

線に基づいた計算モデルを用いて革新的エネルギーデバイス適用時の PV

導入可能量を定量化できた事例はこれまでになく、学術的にも技術的に

も価値が高いと言える。 

・シミュレーション結果に基づいて全国規模の PV 導入可能量を推計した。

算出精度を高めるための工夫として、都道府県別エネルギー消費統計か

ら得られる都道府県別の電力消費量と配電線モデルの電力消費量の比か

ら PV導入可能量を拡大推計する方法を考案した。 

・ケース 1を拡大推計した結果から、何も対策をしなければ、全国の配電系

統に 76GWまで PVを導入可能であることを示した。また、ケース 2から、

Volt-Var 制御を適用すれば IEEJ シナリオを大きく上回る 296GW の PVを

導入可能であることを明らかにした。ケース３とケース４の結果は二酸

化炭素排出量の削減につながるものであることが明らかとなった。算出

した PV 導入可能量を実現するための PCS 台数は約 1500 万台であり、市

場にも大きな影響を及ぼす数値であることを示した。 

・経済性および CO2削減量評価のために、配電線の PV 導入量が最大である

場合を対象に、配電線の受電電力量と逆潮流電力量を年間シミュレーシ

ョンから算出した。Volt-Var 曲線を適用することで配電線の年間受電電

力量は 29.9%減少することを示した。また、インバータ効率と過積載率を

向上させることで、さらに減少することを定量的に示した。これらの結果

が得られることで、実施項目 4により経済性と CO2削減量を評価すること

が可能となった。 
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【実施項目 3】革新的エネルギーデバイスを適用したエネルギー供給シス

テムにおける安定性の定量的評価

【達成目標】テーマ A全体で検討された 2050 年における電力需給シナリオ

および現状との内挿により作成された 2030 年、2040 年のシナリオに基

づき、将来の各断面において電力品質適正化に必要となるスマートイン

バータの導入量およびその活用方法を明らかにする。

・2030、2040、2050 年の電力需給シナリオに基づき、将来の東日本地域の

電力系統モデルを構築した。ベースとした基幹系統のモデルに対して、高

圧配電系統のモデルを追加し、配電系統の電圧を計算可能なモデルとし

た。また、需給状況に応じた電力系統の電圧と周波数を高速かつ高精度に

計算する解析環境を構築した。

・構築した環境を用いた電力品質解析を実施した。スマートインバータを導

入しない場合、2030 年では配電系統における電圧の適正範囲逸脱は生じ

ないが、2040、2050 年では適正範囲逸脱が発生し、それぞれ年間 365 日

のうち、32、182日で逸脱が見られることを示した。

・電圧が適正範囲を逸脱する日のうち、周波数品質も低い日を過酷日として

各年で選定し、スマートインバータの必要量の計算の対象日とした。

・送電系統連系のインバータ電源には周波数サポート、配電系統連系のイン

バータには電圧サポートを適用することとして、周波数と電圧の両方を

適正範囲内に収めるために必要となるスマートインバータの導入量を計

算した。2040年では、送電系統では 100％(32.7GVA)、配電系統では 50％

(18.6GVA)のインバータをスマートインバータとする必要があり、2050年

では、送電系統で 100％(45.4GVA)、配電系統で 75％(38.1GVA)のインバー

タをスマートインバータとする必要があることを明らかにした。

図 2-1-11 東日本地域の電力系統モデルを用いた再エネ導入による電圧・

周波数品質評価のフロー
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用シナリオ

東日本地域の電力系統モデル再エネ大量導入シナリオ
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【実施項目 4】革新的エネルギーデバイスを適用したエネルギー供給シス

テムにおける経済的便益の定量的評価

【達成目標】各年次で求められる再生可能エネルギーの導入量や電化率、

および革新的エネルギーデバイスの費用をパラメータとして入力し、CO2

の限界削減費用および CO2 削減量などを算出する。全テーマの成果を取

りまとめて、技術ロードマップおよび社会ニーズのロードマップを作成

する。

・スマートインバータ適用による PVの導入可能量の試算結果をもとに、CO2

の限界削減費用を試算した。その結果、PV システム価格が下がると、Ga

ベースの PCSの変換効率向上や PCSのコスト低減が、CO2の限界削減費用

の減少に寄与することを定量的に明らかにした。

⇒将来の革新的エネルギーデバイスの適用により得られる経済的な便益

を定量的に示した。

・2021 年度の調査により 2050 年までの PV および風力発電の導入量を整理

した。この導入量を用いて、再エネ（PV+風力）の PCS の効率向上による

損失低減効果を試算した。その結果、再エネが最も多く導入される RE100

シナリオの 2050年において、PCSの効率が 95%から 99%に向上すると、日

本全体の損失が 30GW削減されることを明らかにした。この削減は、必要
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な PVのパネルや風車の容量の削減とも解釈される。また、この 30GWは、

2021年時点の日本の PV導入量（63GW）の約 50%に相当する。このことか

ら、革新的エネルギーデバイスの適用による効率向上によって日本全体

の損失低減に効果があることを定量的に示した。 

・2021年度までの調査により得られた、シナリオに基づいた 2050年までの

PV導入量をもとに年間の CO2削減量を算出した。 

・実施項目 2で得られた配電線の PV導入量の結果および年間受電電力量を

もとに、CO2の限界削減費用を試算した。試算では PVシステムの基準価格

（PVパネルや PCSおよび設置工事を含んだ 1kWあたりの価格）を設定し、

そこからパラメータの変更による CO2 削減費用への効果を求めることと

した。 

・試算の結果（下表）、設定した PVシステムの基準価格が低下すると PCSの

変換効率向上や PCS のコスト低減による CO2 削減費用の低減効果が相対

的に高くなる傾向がある一方で、過積載による CO2削減費用の低減効果は

それよりも小さいことを明らかにした。PCSの変換効率向上や PCSのコス

ト低減は、革新的エネルギーデバイスの適用により期待される便益であ

る。このことから、革新的エネルギーデバイスの適用により得られる経済

的な便益を定量的に示した。 

 

・これまでに得られたシナリオと CO2 削減費用などを組み合わせ、10 年ご

とのマイルストーンとして PV システム・PCS 価格のロードマップとして

整理した（図 2-1-13）。 

 

 

 

 

 

表 2-1-3 試算した CO2限界削減費用（円/t-CO2） 

（CO2排出係数：0.358 kg-CO2/kwhのケース） 

PV システムの

基準価格 

（円/kW） 

Case 2 

（PCS 効率：

96%） 

Case 3 

（PCS 効率：

99%） 

Case 3 

& PCS コスト 

2 割減 

Case 3 

 & PCS コスト 

4 割減 

Case 4 

（過積載率：

180%） 

Case 4 

& PCS コスト 

2 割減 

Case 4 

 & PCS コスト 

4 割減 

250,000  62,851  59,631  56,451  53,271  58,585  56,137  53,689  

175,000  35,616  33,362  31,136  28,910  32,629  30,916  29,202  

100,000  8,381  7,093  5,821  4,549  6,674  5,695  4,716  
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図 2-1-13 PCS・PV価格のロードマップ
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(4)地域特性に応じたエネルギーシステムのデザイン（A-③）

本研究では、図 2-1-14に示す通り、地域のエネルギーシステムデザインの

担い手となる地方公共団体向けに、地域のエネルギー需給の実態を反映する

データの推計方法を開発するとともに、全国の市区町村別の地域エネルギー

需給データベースを作成、公開した。また、再生可能エネルギーの特性である

時間の間欠性や空間の遍在性などの課題に対応するため、クロスセクター（電

力・熱・燃料等のキャリア間融通や家庭・業務・産業・運輸等の部門間連携）、

クロスボーダー（地域間の広域連携）の考え方を適用した地域エネルギーシス

テムモデルを開発する。これらセクターカップリングなどの考え方をふまえ

て、地域エネルギーシステムをデザインするためのガイドラインの作成や、電

力・交通データ連携型のエネルギーマネジメントを行うためのプラットフォ

ーム設計指針を構築し、地方公共団体によるサスティナブルシティやスマー

トシティの社会実装に貢献する。

図 2-1-14 サブテーマ A-③の全体像
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【実施項目 1】地域エネルギー需給データベースの推計・整備

【達成目標】全国 47都道府県の市区町村を対象として産業、民生、家庭、

輸送の各部門のエネルギー消費量を推計し、再生可能エネルギーの賦存

量や社会的条件と合わせて地域社会の特性を分析し、市区町村のエネル

ギー消費量データベースを整備することを目標とする。データベースは、

自治体でのエネルギー統合デザインなど他の５つの項目の進展を受けて

適宜、内容の追加更新を継続して進める。

・SIPにおける地域エネルギー需給の分析に関する研究成果をもとに、地域

エネルギー需給データベースを整備し、2022 年 3 月にウェブサイトを公

開した。公開後もユーザから得られた反応を参考に、需給データやツール

の拡充などウェブサイトの改修を実施している。データベースの概要を

表 2-1-4に、ウェブサイト画面を図 2-1-15 に示す。データベースに搭載

するコンテンツとして、全国 1741市区町村別の部門別エネルギー消費の

推計結果（Excel 形式）、エネルギーフロー図およびエネルギー需要の地

域特性（図 2-1-16）、太陽光・風力発電の変動性再生可能エネルギーにつ

いての市区町村の出力変動特性、市区町村別のエネルギー需給マップな

どを掲載するとともに、地域エネルギーシステムの計画ツールとして市

区町村別のエネルギーシミュレーターを実装した。

※1 政府が決定する温室効果ガスの排出削減目標（NDCまたは「日本の約束

草案」）の基準年に準拠することを目的として 2013 年度を採用、また直

近のデータとして 2019年度を掲載。

※2 再生可能エネルギー既設導入量は、近年の急拡大を鑑み、2020 年末時

点の設備導入容量データを掲載。

表 2-1-4 地域エネルギー需給データベースの概要
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図 2-1-16 市区町村別エネルギー消費（左）と市区町村のエネルギー需要

の特性分布（右）

図 2-1-15 地域エネルギー需給データベースのウェブサイト画面
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・地域エネルギー需給データベースは、エネルギー量にもとづき多様な観

点・データ形式から市区町村別のエネルギー需給量を可視化し、地域エネ

ルギーシステムデザインに資するインタラクティブなツールを整備した

他に類をみないものとして技術的価値があるといえる。

・ウェブサイト実装による成果として、地域エネルギー需給データベースの

運用状況を表 2-1-5に示す。ウェブサイトの平均表示回数は 100回/日以

上で、500市区町村別を超える日本国内地域をはじめ、海外からも多数の

アクセスを得ている。さらに、ウェブサイトを通じて、コンサルティング

事業者・シンクタンク等からの問い合わせのほか、地方公共団体による脱

炭素先行地域の計画立案などへの活用報告も得られた。メディア掲載の

他、地方公共団体を対象とした地域エネルギー需給データベースの解説

セミナーでは多数の参加が得られた。

   ※2022/3/31-2022/12/31の実績

・また、再生可能エネルギーポテンシャルや各部門のエネルギー需要に関し

て、下記に示す様な分析手法の開発を行った。

ⅰ. 太陽光発電・風力発電の時空間ポテンシャル推計

日本全国を対象とし、空間解像度が高く、かつ時間変動を考慮したポ

テンシャルデータを推計した。推計に用いたデータと条件を表 2-1-6に

示す。日射量および風速をもとに１km メッシュ別に 30分間隔のポテン

シャルを推計した。

太陽光発電については、日射や気温変化に伴うパネル温度の上昇に

表 2-1-5 地域エネルギー需給データベースの公開・運用状況
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伴う発電効率低下の影響、雲の拡散日射量、地面の反射日射量を考慮し、

市区町村別時間別ポテンシャルと設備利用率を求めた（図 2-1-17）。風

力発電についてもメッシュ別の時空間ポテンシャルおよび風力発電の

設備利用率を推計するとともに、地域風速分布によるパワーカーブの

選定や風力発電機設置基準を考慮した推計手法の精緻化を行った。

ⅱ. 木質バイオマスエネルギーポテンシャルの分析

都道府県別樹種別の森林資源情報を用いた年間蓄積増加量、年間伐

採立木材積および素材生産量の統計量を用いて、持続可能性を考慮し

た市区町村別木質バイオマスポテンシャルを推計した。持続性として、

伐採可能量のうち建築用材などマテリアルとの競合を除いたエネルギ

ー利用可能割合や、森林蓄積量の維持などの条件を考慮して未利用資

源量を推計した（図 2-1-19 左）。また、都道府県別の森林簿および森林

表 2-1-6 時空間ポテンシャル推計に用いたデータ

図 2-1-17 時空間太陽光発電ポテンシャル（左）と設備利用率（右）

図 2-1-18 時空間風力発電ポテンシャル（左）と設備利用率（右）
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計画図を用いて、人工林かつ普通林を対象にメッシュ単位での事業性

を考慮した利用可能量の推計手法を開発した。地形の傾斜度別に収穫

システムを設定し、価格条件を変えて林業収支を分析した（図 2-1-19

右）。

ⅲ. 地域別電力需要推計手法の開発

教師あり機械学習を用いて、地方（TSO）単位、都道府県単位、市町

村単位の 3 段階で１時間毎の地域別電力需要を推計するモデルを開発

した。学習データとして TSO 別の電力需要の変動を、モデルの入力デー

タとして平日休日の判定、電力需要変動を考慮した数時間周期の周波

数成分、地域別の気温変化、エネルギー消費量の需要部門構成データを

用いた。目的関数を損失関数（出力と実際の値の比較関数）に正則化項

を加えた値の最小化とし、平均絶対誤差 MAE を損失関数として使用し

て比較した。結果を図 2-1-20 に示す。下段の実際の需要変動と上段の

モデルの変動を比べると、沖縄地域の推計精度が下がる傾向があるも

のの、年末年始や GWなどの長期休暇時期も含めた年間を通じて再現性

の高いモデルを開発した。

図 2-1-19 木質バイオマスポテンシャルの推計結果

図 2-1-20 モデル出力と電力需要の比較
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ⅳ. V2G導入に向けた移動需要の時空間分析

携帯位置情報を用いて、自動車の地点別時間別の移動需要および EV

が導入された場合の V2G（vehicle to grid）導入ポテンシャルの推計

手法を開発した。データとして KDDI Location Data を用いて、125mメ

ッシュ 15分単位の自動車移動および停車動態を解析した（図 2-1-21）。

地域における自動車移動データから EV 普及率および稼働率を想定し、

Vehicle-to-Gridの導入ポテンシャルを推計した（図 2-1-22）。移動需

要の地域比較では、自動車保有台数の影響の他、面積あたり道路延長等

が走行距離に影響を与えていた。

   

・再エネ推計の精緻化の価値：

日本全国を対象とした時空間解像度の高い精緻な再生可能エネルギー

ポテンシャル分析は学術的価値がある。また推計した再生可能エネルギ

ーポテンシャルを公開しデータへのアクセシビリティを高めることで、

地域エネルギーシステムのセクターカップリング分析や、地方公共団体

等が再エネ導入のフィージビリティ・スタディを実施する事前検討など

の際に利用可能であり、技術的価値があると考える。

太陽光発電や陸上・洋上風力発電の地域別の時空間ポテンシャル推計

結果は、環境省の再生可能エネルギー情報システム（REPOS）にも採用さ

れ、マップとして公開されている。

図 2-1-21 地域別自動車移動需要の時系列動態

図 2-1-22 市区町村別の一台あたり走行距離（左）と時間別 V2G 導入

ポテンシャル（右）
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・エネルギー需要の時空間分析の学術・技術的価値： 

地域解像度を高め日本全国を対象とした電力需要変動の分析や、携帯

位置情報を用いた V2G 導入ポテンシャルの分析は前例がなく学術的な新

規性が強い。また各々の推計結果はセクターカップリングモデルに適用

可能で、V2G分析に用いる自動車の移動・滞留の時空間分析は、EV充電ス

タンドの設置計画への活用等も考えられる。 

 

【実施項目 2】地域エネルギーシステムの統合デザイン手法の開発 

【達成目標】 

○全国の地方公共団体の再生可能エネルギーポテンシャルを考慮した地域

連携のクロスボーダーモデルと、部門連携・エネルギーキャリア相互融

通のクロスセクターモデル、電力・交通データ連携の考え方などを統合

する地域エネルギーシステムデザインモデルの開発を進める。 

○２～３地域以上を対象にサスティナブルシティやスマートシティの社会

実装を企図する地域・自治体との連携のもと、特徴ある地域分析を進め、

地域間連携、セクターカップリング、電力交通連携の知見を集約し、統

合デザイン手法のケーススタディを実施し、結果をガイドラインに反映

する。 

・地域エネルギー需給データベースや地域のエネルギー需給分析で整備し

たデータをもとに、セクターカップリングと地域間エネルギー融通によ

る相乗的な需給調整メカニズムを内生化したエネルギーシステムモデル

を開発した。電力・熱・燃料部門を考慮し、各種資源・技術の経済性およ

び時空間特性に基づいて、その導入量と運用を最適化した（図 2-1-23）。

カーボンニュートラル社会構築のため 1)地域間連携による需給調整 

2)再生可能エネルギーの最大限の導入 3)セクターカップリングによる需

給調整 4)合成燃料による燃料代替 5)エネルギー消費技術の電化と効

率化 を考慮したモデルとなっており、日本全国を対象に地方公共団体

レベルの空間解像度、電力・熱・合成燃料のエネルギーキャリアを考慮し

ている点に特長がある。 
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・エネルギーシステム構成図を図 2-1-24に示す。システムコスト最小化を

目的関数とし、各時間・各地域のエネルギー需給バランス等を制約とする

線形計画モデルであり、時間解像度は 8,760 時間=1 年間、空間解像度は

TSO区分 10地域（変動性再エネの供給可能量は 47都道府県）である。需

要シナリオとして、IEA NZE シナリオと国立環境研究所 AIMによるマクロ

フレームなどを参考にカーボンニュートラル化を想定した。

図 2-1-23 モデル分析の全体像

図 2-1-24 エネルギーシステムモデルの構成図
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・対象とするエネルギーキャリアは、電力・熱・水素・メタン・FT 炭化水

素（化学製品原料を含む）・アンモニアについて供給と転換、輸送、需要

を網羅している。炭化水素製造の原料となる CO2は、発電部門、廃棄物部

門、製造業および大気から回収する。

・設計結果を図 2-1-25に示す。国内の再生可能エネルギー(環境省 REPOS の

R3ポテンシャルに準拠)の最大限利用を想定したケースでは、洋上風力と

太陽光が支配的な資源となった。東北地方では洋上風力、関東・中部地方

等では太陽光が大量導入された。蓄電池のほか、水素製造の稼働抑制や地

域間エネルギー融通により需給が調整され、各時間で需給の一致が達成

された。

・図 2-1-26に一次エネルギー総供給量とシステムコストを示す。国内再生

可能エネルギーによる一次エネルギー総供給量は約 2.5PWh/年であり、こ

れは環境省「わが国における再エネポテンシャル」（令和元年度調査、高

位シナリオ）の総量(2.6PWh/年)に相当する。即ち、国内の再生可能エネ

ルギー資源を最大限活用するケースであることに注意が必要である。

・また、電化によるエネルギー消費効率の向上によるエネルギー需要の大幅

な削減が前提となる。本ケースでは需要部門全体の電化率は約 70％と試

算された。国内の再生可能エネルギーによる脱炭素化は極めて挑戦的で

あるが、様々な課題の解決を前提として実現可能性が示唆された。

図 2-1-25 システム設計結果：電力需給・地域間融通



2 各研究テーマの概要と課題目標の達成度

（１）研究テーマ(A)： IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン

57 

・システムコストは P2X のデマンドレスポンスの感度解析事例である。シ

ステムコストの約８割は再エネ発電が占め、システムコストの構造は、需

給調整力の柔軟性に依存して大きく変化する。P2Xを最大限実施すること

で、電解装置・太陽光発電・蓄電池利用に影響し、全体で 7％のコスト変

動が見られた。

→電力・燃料部門のセクターカップリングによるシステムコスト低減効

果が確認された。

・今後は引き続き、地域エネルギーシステムの視点から、有益なインプリケ

ーションを得られる複数の社会的条件シナリオを選定・開発する。

・全国 1741市区町村のエネルギーフロー図を作成し、地域エネルギー需給

データベースへ実装した。地方公共団体の作成例を図 2-1-27 および図 2-

1-28 に示す。地域内エネルギー需給を可視化し、地域エネルギー計画や

政策の検討に資する。

図 2-1-26 システム設計結果：一次エネルギー総供給量（左）とシステムコスト（右）

図 2-1-27 神奈川県横浜市のエネルギーフロー図
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・市町村別のエネルギー需給マップの実装：

1,741 市区町村の再生可能エネルギーポテンシャル、エネルギー需要、

再生可能エネルギー移輸出ポテンシャル、エネルギー自給率を地図上に

可視化した。再生可能エネルギー移輸出ポテンシャルとは、再生可能エネ

ルギーポテンシャルからエネルギー需要を差し引いた値であり、地域間

連携の計画にあたって重要な指標であり、再生可能エネルギーポテンシ

ャルマップとエネルギー需要マップを比較すると、エネルギー資源とエ

ネルギー需要が地理的に対称的（資源は北日本や山間部、需要は太平洋ベ

ルトや都市部）に偏在していることが確認できる。

・市区町村の地域エネルギーシステムを対象とした、地域エネルギーシステ

ムシミュレーションモデルの開発と地域エネルギーシステムシミュレー

ターの実装：

対象地域を昨年度の 2、3地域より一般化し、全国 1741 市区町村の個々

の地域や 47都道府県、地方単位などを対象に、地域エネルギー需給実態

データに基づいて、将来の地域エネルギーシステムを分析可能なシミュ

レーターを開発した。ウェブサイトに実装した画面を図 2-1-29 に、地域

エネルギーシミュレーションモデルの構成図を図 2-1-30に示す。地域エ

ネルギー需給データをもとに、再エネ導入量や電化率などのエネルギー

に関するシナリオパラメーターを変化させることで、エネルギー需給全

体のインタラクティブな変化を表現し、地域エネルギーシステムデザイ

ンの検討が可能である。他地域とのエネルギー融通や EV・合成燃料の導

入といった技術代替・燃料代替を考慮している。

図 2-1-28 岩手県宮古市のエネルギーフロー図
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・エネルギー需給特性による市区町村の類型化：

階層型クラスター分析を用いて再生可能エネルギー資源の構成や需要

規模による類型化を行った（図 2-1-31、表 2-1-7）。地域エネルギーシス

テムデザインは地域内の需要と資源の構成に基づいて実施されることか

ら、その特性が類似する地域は執りうる施策も類似し、同じ類型の市町村

に対しては、エネルギー施策の横展開を検討することが可能と考えられ

る。

・高空間解像度エネルギーシステムネットワークモデルの開発：

地域エネルギー需給データベースで整備したデータをもとに、地域間

連携として隣接市区町村間での再エネ融通を分析可能なエネルギーシス

テム最適化モデルを開発した。電力の TSO 供給エリア別にネットワーク

を設計し、市町村別の 1 時間単位の電力需給バランスや再エネ導入量上

限を考慮。目的関数をシステムコスト最小化とした。結果として、77%の

市区町村で電力自給を達成し、都市圏の主要需要地を親として周辺地域

が電力を供給する電力融通のツリー構造が形成された。また、Ward 法の

クラスター分析により、融通元、融通先、中継地域などの地域類型が抽出

された。中継地域が全体の 31％を占めることから電力の融通元・融通先

地域の中継地域の役割や便益も考慮して融通範囲を拡張することで、よ

図 2-1-29 地域エネルギーシステムシミュレーターの操作画面
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り全体最適に近い地域間連携構造が構築されると考えられる。

図 2-1-30 地域エネルギーシステムシミュレーションモデルの構成図

図 2-1-31 階層型クラスター分析によるの市町村の類型化結果

表 2-1-7 市区町村類型化による各クラスターの特徴
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【実施項目 3】地域エネルギーシステムデザインのガイドラインの策定 

【達成目標】 

○全国の 1741市区町村の地域エネルギー需給データベースや、日々更新さ

れる気象情報・需要情報などの大規模デジタルデータを元に、地域エネ

ルギーシステムの計画立案を支援できるようにガイドラインを策定す

る。多様な地域の社会的条件に合わせたものにするため、ケーススタデ

ィとしてモデル地域を取り上げる。国際互換性を視野に入れた発展的な

取組への展開をめざす。 

○地域エネルギーシステムデザイン研究会に参画する専門家や地方公共団

体、関係各所との議論によるエネルギーデザイン手法の検証を通じて、

地域エネルギーシステムデザインのガイドラインを策定する。 

○地域エネルギーシステムをデザインする観点から、最終年度までにおい

て明らかになった課題を整理する。 

・研究会委員の有識者や地方公共団体、民間事業者を交えた地域エネルギー

システムデザイン研究会を開催し、議論した。大規模デジタルデータのエ

ネルギー分野への活用やエネルギーシステムの社会実装に関して、関係

省庁や民間事業者に講演いただき、意見交換を行った。 

ⅰ. 電力データ活用について（資源エネルギー庁電力産業・市場室） 

ⅱ. エネルギー市場における気象サービスの取組み（株式会社ウェザー

ニュース） 

ⅲ. 水素をベースとしたエネルギーシステムの最新展開（東京電力株式

会社） 

ⅳ. 地域エネルギーシステムのデザインにおける問題点および解決に向

けた方策（アークエルテクノロジー株式会社）        

・地方公共団体からは、地域エネルギー計画を策定する上で、エネルギー需

給の現状を把握するためのエネルギーフロー図、地域特性の把握の三角

図、エネルギー需給を検討するための変動性再エネポテンシャルの時間

変動データの有用性、ガイドラインを通じた地域エネルギー需給データ

ベースの充実への要望などのフィードバックが得られた。 

・地域エネルギーシステムのガイドラインの全体像を図 2-1-32 に示す。利

用対象者として地方公共団体の担当者を想定し、地域エネルギーシステ

ムデザインの概要に加えて、地域エネルギー需給データベースを解説し

た「データ編」、未来エネルギーシミュレーターを活用した「分析編」、さ

らに実践編として、プラットフォーム設計指針を統合して構成している。

研究成果と社会実装を目指すことを意識して構成している。また、地域エ
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ネルギー需給データベースの各ツールについては、ウェブサイト上で参

照可能なマニュアルを整備している。

・岩手県宮古市と連携して地域エネルギー需給データやエネルギーフロー

図などの研究開発知見を提供した。環境省の第２回脱炭素先行地域事業

に宮古市と東北大学が共同提案し、採択を受けた。脱炭素計画や再エネ導

入計画の中期目標達成に向け、社会実装のための知見提供の連携を図る。

・岩手県宮古市、神奈川県茅ヶ崎市、福島県福島市などで再生可能エネルギ

ービジョンや推進計画、脱炭素社会実現実行計画の策定に地域エネルギ

ーシステムデザインの知見が活用されている。

・地域エネルギー需給データベースを 2022 年 3月に公開し、マニュアルや

地域エネルギーシステムデザインのツールを拡充した。民間事業者・大

学・地方公共団体に利用方法などを解説するとともに、新聞（電気新聞）

やインターネットメディア（国際環境研究所コラム）、講演・セミナーの

場などを通じて発信した。

・地域エネルギーシステムデザインに関するセミナーを 2022 年 11 月に開

催した。約 40 の地方自治体、関係府省、民間シンクタンク等から計 130

名以上が参加し、地域エネルギー需給データベースの活用方法や活用事

例など研究開発成果の活用について発信した。

図 2-1-32 地域エネルギーシステムデザインのガイドライン構成
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  ④達成度（２）：社会実装の実現可能性 

＜社会実装に向けた具体的な計画＞ 

・全国の地方公共団体を対象とした「地域エネルギー需給データベース」「地

域エネルギーシステムデザインのガイドライン」「電力・交通データ連携型

地域エネルギーマネジメントシステム（EMS）プラットフォームの設計指針」

をもとに、地域におけるゼロカーボンビジョンの策定・脱炭素の先行的取組

の実施など社会実装の事例数を着実に増やし、フィードバックを得ること

で必要なデータの更新、ガイドライン改訂に取組む。 

・複数の市区町村との連携支援経験をもとに、地方公共団体の地域エネルギ

ー計画立案を知見の面からサポートする体制の構築を検討する。 

・電力・交通データ連携型地域 EMS プラットフォームの社会実装に向けた計

画： 

1) 宇都宮市の公共交通事業者である関東自動車は、NEDO グリーンイノベー

ション基金を活用して路線バスの電動化を 2030年度までに進める計画を

発表している。当該事業者とは連携を進めており、本事業成果の社会実装

へ向けて、EV バス、EV 充電器などの設備基盤は整備される予定である。 

2) 本事業においてシミュレーション技術は確立し、確認された成果の活用

に向けては、実事業者・実設備・住民を巻き込んだ実証を通した受容性確

保へ向け、今後の継続的な対応が重要である。 

3) スマートメータデータ等に関しては公益目的でのデータ活用に向けた

利用条件の緩和、公共交通データのオープンデータ化、更に都市 OSの運

用主体・運用費用の分担などの整備による導入促進と API の標準化によ

る公共データ活用時の制約低減、など、セクターカップリングによるエネ

ルギーマネジメントシステムの普及拡大に資する、共通的な課題への対

応が望まれる。 

 

＜計画進捗状況＞ 

・「地域エネルギー需給データベース」を 2022 年 3 月に公開以降、複数の事

業者・機関・地方公共団体から問い合わせを受け、地域エネルギーシステム

デザインに資する知見の提供を継続的に実施している。 

・環境省 REPOS（再生可能エネルギー再生可能エネルギー情報提供システム）

へ、太陽光・風力・木質バイオマスの再エネポテンシャルの推計結果を提供

し、WEBサイトで一部公開済みである。 

・連携する地方公共団体に対して地域エネルギー需給データベース等からの

知見を提供し、地方公共団体が環境省脱炭素先行地域事業に応募する際の

再エネ導入ビジョンにも知見が反映されている。岩手県宮古市の事例では
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東北大学が共同提案者として参画し、脱炭素先行地域として採択された。 

 

＜上記社会実装に向けた体制構築状況と見通し＞ 

・地域エネルギー需給データベースの更新を行うべく、他の公的機関へのデ

ータ等移管や法人立上げも含めた体制構築の検討や関係機関との調整を進

めている。 

・研究成果について研究会や対面協議の場を通して、関係省庁（内閣府、経済

産業省、環境省）、地方公共団体（岩手県、宮古市、福島市、横浜市など）、

民間事業者、研究機関等との連携・知見の共有を進めている。特に岩手県宮

古市とは東北大学が脱炭素先行地域の共同提案者として、2030 年度計画目

標の達成に向けた継続的な社会実装実施のための連携体制を構築している。 

 

 

  ⑥知財戦略、国際標準化戦略、規制改革等の制度面の出口戦略 

＜制度面の戦略＞ 

・地域エネルギー需給データベースを整備することで、エネルギー分野の研

究や社会実装を促す公開情報（統計）の拡充、精度向上に取組む。国際発信

も考慮したデータベースの構築に努める。環境省 REPOS を通じて再エネポ

テンシャルに関する知見を共有する。 

・本研究全体を通じて得た知見から、地方公共団体・事業者利用に資する公開

データベースの拡充や、発電電力量の電源構成・スマートメータデータ等の

公開利用を促す提言案などをとりまとめる。 

 

＜戦略に基づく成果＞ 

・地域エネルギー需給データベースおよび地域エネルギーシステムデザイン

のガイドラインの整備、WEB サイトを通じた発信による、各種エネルギーデ

ータの地方公共団体のエネルギー計画への活用助言と反映（岩手県宮古市）。 

・地域エネルギーシステムデザイン研究会等を通じて、地域エネルギーシス

テムデザイン手法に関する知見の共有、エネルギーデータ利用の制度面の

課題について意見交換を実施した。 

・環境省に対して、次世代の再生可能エネルギーデータベース（次世代 REPOS）

に関する WGに参画し、データ整備に関する意見の提言を実施した。 
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⑥成果の対外的発信 

学術ジャーナル、国際学会に加えて、関連業界雑誌にも投稿し、産業界にも広

く「IoE社会のエネルギーシステム」をアピールした。特に、電気学会全国大会

（2022年 3月開催）では、テーマ A合同での SIP企画のシンポジウム講演「IoE

社会のエネルギーシステムのグランドデザイン-再エネ主力電源化に向けたパ

ワーエレクトロニクス技術への期待-」を提案・実施した。 

 

 

 

 

  ⑦国際的な取組・情報発信 

・再生可能エネルギー主力電源化に向けた革新的エネルギーデバイスの便益評

価については、IPEC2022 Himeji（2022年 5月）にテーマ(B)と合同でオーガ

ナイズドセッションを開催し、海外研究者と次の話題を中心に意見交換を行

った。 

○Ga 系（特に Ga2O3）は Si と同程度のコストで生産可能。導通損失は同一周

波数で比較すると小さくなるため高効率化が期待できること。（認識の共有） 

○欧米と比較し日本は配電の電圧階級が低いため、同一容量において電圧管

理が厳しめである。スマートインバータなしの配電系統では電圧管理・熱容

量制約で再エネ接続可能量に制限があるが、スマートインバータ導入

(Volt-Var制御)により再エネ導入量が著しく（4倍強）増大する。 

・地域特性に応じたエネルギーシステムのデザインについては、第 4 世代地域

熱供給４DH フォーラムを通じた、デンマーク大使館および 4DH Research 

Centre（EU）との連携をすすめている（4DHフォーラム国際オンラインセミナ

テーマ(A) 
2020年度 2021年度 

2022年度 

上期 

A-② A-③ A-② A-③ A-② A-③ 

特許出願

[件] 

国内 - - - - - - 

海外 - - - - - - 

原著論文

[報] 

国内 0 1 0 3 0 0 

海外 0 4 0 4 0 4 

学会等 

口頭発表

[件] 

国内 0 9 9 34 0 11 

海外 0 0 0 5 4 5 

表 2-1-8 テーマ(A)の対外的発信実績 
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ーへの参画）。また、米国ローレンス・リバモア国立研究所とのエネルギーシ

ステム分析研究に関する連携を進めている。 
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